
 
 

１　特別職

職員数 報　酬 給　料 期末手当 地域手当
退職

負担金
その他の

手当
計 共済費 合　計 備　考

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

長　等 3 28,320 12,842 8,279 49,441 7,085 56,526

本年度
議　員 22 122,094 54,943 177,037 48,622 225,659

その他の
特別職

1,096 591,488 591,488 591,488

計 1,121 713,582 28,320 67,785 8,279 817,966 55,707 873,673

長　等 3 29,184 12,550 8,279 50,013 7,355 57,368

前年度
議　員 22 122,094 54,943 177,037 50,173 227,210

その他の
特別職

918 550,111 550,111 550,111

計 943 672,205 29,184 67,493 8,279 777,161 57,528 834,689

長　等 △864 292 △572 △270 △842

比　較
議　員 △1,551 △1,551

その他の
特別職

178 41,377 41,377 41,377

計 178 41,377 △864 292 40,805 △1,821 38,984

区　分

給 与 費

給　与　費　明　細　書(一 般 会 計)

 

 

２　一般職

（１）　総　括

給　　　　与　　　　費

職員数 報　酬 給　料 職員手当 計 共済費 合　計 備　考

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）
(42) 
547

(48) 
548

 (△6)
△1

区　分 扶養手当 地域手当
時間外勤務

手当
休日勤務

手当
夜間勤務

手当
期末勤勉

手当
管理職手当

職　員 （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

手　当
本年度 33,744 223,253 235,270 14,013 1,500 897,104 39,639

の内訳
前年度 34,155 221,531 206,417 15,641 1,500 876,906 39,639

比　較 △411 1,722 28,853 △1,628 20,198

区　分
特殊勤務

手当
通勤手当 特例一時金 住居手当 児童手当 退職負担金

特別退職
負担金

職　員 （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

手　当
本年度 200 39,682 10,694 24,000 318,585 61,847

の内訳
前年度 200 39,508 10,835 24,000 311,702 90,265

比　較 174 △141 6,883 △28,418

49,3316,27143,06027,23215,828

4,732,085751,3453,980,740

2,124,269 1,899,531 4,023,800 757,616

2,108,441

＊職員数の( )内は、再任用短時間勤務職員（外書き）

区　分

本年度

前年度

比　較

1,872,299

4,781,416

 



 
 

（２）　給料及び職員手当の増減額の明細
増減額 増減事由別内訳

（千円） （千円）

給　料 15,828 給与改定に 0
伴う増減分

普通昇給に 21,591 平均昇給率　　   1.3%
伴う増減分 昇給期別 4月 151人

7月 100人
10月 122人
1月 79人

昇給期間短縮に 0
伴う増減分

その他の △5,763 人事異動によるもの等
増減分 基本的予算の増減分

職員手当 27,232 制度改正に 30,564 期末勤勉手当　 19,090 給与改定に伴う期末勤勉0.1箇月分増
伴う増減分 退職負担金 11,474 負担金率の増

その他の △3,332 地域手当 1,722
増減分 扶養手当　　　 △411

時間外勤務手当　　 28,853
休日勤務手当　　 △1,628
期末勤勉手当　 1,108
住居手当 △ 141
通勤手当 174
退職負担金 △4,591
特別退職負担金 △28,418

備　　考

人事異動によるもの等
基本的予算の増減分

区　分 説　　明

 

 

 

 

（３）　給料及び職員手当の状況

ア　職員一人当たり給与

行　政　職

平均給料月額（円） 310,935

平成29年１月１日現在 平均給与月額（円） 357,003

平均年齢　　　（歳） 40.70

平均給料月額（円） 312,552

平成28年１月１日現在 平均給与月額（円） 358,923

平均年齢　　　（歳） 40.84

　※平均給与月額は、給料、扶養手当、管理職手当、地域手当、住居手当及び通勤手当の合計平均額。

イ　初　任　給

事務・技術職(円） 技能労務職（円） 事務・技術職（円） 技能労務職（円）

高　　校　　卒 144,600 142,000 146,100 143,500

大　　学　　卒 182,700 182,700

国　の　制　度

区　　分

区　　　分
東　久　留　米　市

 

 

 



 
 

ウ　等級別の標準的な職務内容及び等級別職員数

職員数(人) 構成比(%)

11 2.1

33 6.4

92 17.9

(3) 

190 37.0

(36) 

187 36.5

(39) 

513 100.0

35 97.2

(5) 

1 2.8

(5) 

36 100.0

主事の職務で技能主任の職務

1級 主事の職務で定型的な業務を行う職務

3級 主事の職務で技能長の職務

主事の職務で課長補佐の職務
主事の職務で係長の職務

2級 主事の職務で主任の職務

1級 主事の職務で定型的な業務を行う職務

計

計

4級 主事の職務で統括技能長の職務

2級

技能
労務職

事務
技術職

区　　分 標準的な職務内容
平成29年1月１日

5級 参事の職務で部長の職務

4級 副参事の職務で課長の職務

3級

 

職員数(人) 構成比(%)

11 2.1

34 6.6

事務
技術職

90 17.5

(12) 

183 35.7

(42) 

195 38.0

(54) 

513 100.0

技能
労務職

34 97.1

(7) 

1 2.9

(7) 

35 100.0

＊　職員数の()内は、再任用短時間勤務職員（外書き）。
＊　構成比の計欄については、端数処理の関係で各構成比の合計と一致しない場合がある。

1級

4級

区　　分

2級

標準的な職務内容

副参事の職務で課長及びこれに相当する職務4級

計

1級 主事の職務で定型的業務を行う職務

計

主事の職務で定型的な業務を行う職務

3級

主事の職務で統括技能長の職務

2級
主事の職務で技能主任の職務
主事の職務で高度の技能又は経験を必要とする業務を行う職務

主事の職務で技能長の職務

平成28年1月１日

5級 参事の職務で部長及びこれに相当する職務

主事の職務で課長補佐及びこれに相当する職務
主事の職務で係長及びこれに相当する職務

主事の職務で主任及びこれに相当する職務
主事の職務で高度の知識、技術又は経験を必要とする業務を行う職務

3級

 

 

 



 
 

エ　昇給期間短縮

事務
技術職

技能
労務職

職員数 ［Ａ］ （人） 547 511 36

本
昇給期間短縮に係る職員数 ［Ｂ］ （人）

　３月 （人）

年
昇給期間の短縮 　６月 （人）

月 数 別 内 訳 　９月 （人）

度
１２月 （人）

比　　　率　　（Ｂ）／（Ａ） （％）

特別昇給に係る職員数 （人）

職員数 ［Ａ］ （人） 548 513 35

前
昇給期間短縮に係る職員数 ［Ｂ］ （人）

　３月 （人）

年
昇給期間の短縮 　６月 （人）

月 数 別 内 訳 　９月 （人）

度
１２月 （人）

比　　　率　　（Ｂ）／（Ａ） （％）

特別昇給に係る職員数 （人）

区　　　分 合　計

職　　種

 

 

オ　期末手当・勤勉手当

支給期別支給率
職制上の段階、

6月 12月 3月 支給率計 職務の級等による

（月分） （月分） （月分） （月分） 加算措置

(1.000) (1.200) (0.100) (2.300)

2.025 2.175 0.200 4.400

(0.975) (1.175) (0.100) (2.250)

1.975 2.125 0.200 4.300

(1.050) (1.200) (2.250)

2.075 2.225 4.300

本年度

前年度(当初)

有

区　　分

有

国の制度

＊　( )内は再任用短時間勤務職員

有

備　　考

 

 

 



 
 

カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

20年勤続
のもの

25年勤続
のもの

35年勤続
のもの

最高限度

（月分） （月分） （月分） （月分）

国の制度
（支給率等）

無支給率等 国と同じ

区　　分

無
定年前早期退職者

特別措置
49.5949.5934.582525.55625

備　考退職時特別昇給
その他の

加算措置等

23.50 31.50 45.00 45.00

 

 

 

 

キ　地域手当

全地域

支給率 （％） 10

支給対象職員数 （人） 547

(42) 

国の制度（支給率） （％） 3～20

＊支給対象職員数の( )内は、再任用短時間勤務職員（外書き）

ク　特殊勤務手当

代表的な職種

清　掃

給料総額に対する比率 （％） 0.004

支給対象職員の比率 （％） 4.0

不快手当

ケ　その他の手当

国の制度との異同

異 　支給方法及び支給額

異 　支給方法及び支給額

異 　支給方法及び支給額

住 居 手 当

通 勤 手 当

区　　分

区　　分 差異の内容

支給対象地域

代表的な特殊勤務手当の名称

扶 養 手 当

 

 

 


